交野市　条例適用不利益処分個票
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担当部署:　健やか部 健康増進課　
	処分の概要
	診療料等の徴収

	例規名
根拠条項
	交野市立保健福祉総合センター条例　第7条第1項から第3項まで
交野市立保健福祉総合センター条例施行規則　第5条及び第6条

	例規番号
	平成4年条例第14号

	【根拠条文】
(診療料等)
第7条　市長は、健康増進センターにおいて休日診療を受ける者に対しては、健康保険法(大正11年法律第70号)及び高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)の規定に基づき定められた厚生労働省告示に定める診療報酬の算定方法により算定した料金を徴収する。
2　市長は、診療書、証明書等を交付するときは、文書料として1通につき1,000円の範囲内において別に定める額を徴収する。
3　前2項の料金は、すべて即納しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

【基準】
　　交野市は、健康増進センターにおいて休日診療を受ける者に対しては、健康保険法(大正11年法律第70号)及び高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)の規定に基づき定められた厚生労働省告示に定める診療報酬の算定方法により算定した料金を徴収する。
　　交野市は、診療書、証明書等を交付するときは、文書料として1通につき1,000円の範囲内において別に定める額(診断書 1通 1,000円 ただし軽易な文書 1通 500円、証明書等 1通500円)を徴収する。
　　文書料は、すべて即納しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるき(診察の結果、料金を算定し難いとき。診療料を即時に支払い難い事情があると認めるとき。)は、この限りでない。



	備考
	

	

	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	平成27年10月2日
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